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○名護市放課後児童健全育成事業実施要綱 

平成27年３月31日 

告示第67号 

名護市放課後児童健全育成事業実施要綱（平成23年告示第80―４号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）及び名護市放課後児童健全育成事業の設備

及び運営に関する基準を定める条例（平成26年条例第29号。以下「条例」という。）に定めるものの

ほか、放課後児童健全育成事業の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、条例において使用する用語の例による。 

（役員の設置） 

第３条 放課後児童健全育成事業所に役員を置くときは、当該役員は、利用者の保護者で構成しなけれ

ばならない。 

（運営内容の公表） 

第４条 条例第５条第４項に規定する公表は、会計及び運営の状況について行うものとし、毎年度決算

終了後、速やかに公表しなければならない。 

（非常災害対策） 

第５条 条例第６条第１項に規定する非常災害に対する具体的計画は、防災マニュアル等とする。 

２ 条例第６条第２項に規定する訓練は、年２回以上行うものとする。 

（放課後児童支援員の配置） 

第６条 条例第10条第２項に規定する放課後児童支援員は、同条第４項に基づき放課後児童健全育成事

業所が開所している時間を通じて配置するものとする。 

（保険の加入） 

第７条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童及び放課後児童支援員を対象とした障害保険等に加

入しなければならない。 

（実時時期） 

第８条 放課後児童健全育成事業の実施日時は、原則として日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日及び慰霊の日を除く日の学校の下校時から午後７時までの間とする。

ただし、学校の休業日（夏期、冬期、学年始、学年末等の休業期間を含む。）その他特に必要と認め

る日は、午前７時30分から午後７時までの間において実施する。 

（出席簿等の報告） 

第９条 放課後児童健全育成事業者は、次の各号に掲げる報告を当該各号に定める日までに市長に報告

しなければならない。 

(１) 放課後児童健全育成事業運営状況報告書（様式第１号） 翌月10日 

(２) 利用者異動状況報告書（様式第２号） 異動のあった月の翌月10日 
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（帳簿等） 

第10条 放課後児童健全育成事業者は、次の各号に掲げる帳簿等を備え置かなければならない。 

(１) 利用者の入退会に関する書類 

(２) 放課後児童支援員及び利用者の出席簿 

(３) 現金出納簿 

(４) 収入及び支出に係る証拠書類 

(５) 財産台帳 

(６) その他必要な書類 

（設置の基準） 

第11条 条例第９条第１項に規定する支援の提供に必要な設備及び備品等は、それぞれ次のとおりとす

る。 

(１) 男女別トイレ、手洗い場、キッチン（流し台）、消火設備及び医薬品保管庫 

(２) 備品 机・台、椅子、冷暖房器具類、衛星危惧、図書等 

(３) 消耗品 紙、ペン、外傷に対する救急措置に必要な消毒液及び当該処置に係るガーゼ等の衛生

材料等 

（事業実施の手続） 

第12条 放課後児童健全育成事業を実施しようとする者は、放課後児童健全育成事業開始届（様式第３

号）を事業実施年度前の９月30日までに市長に提出しなければならない。ただし、市長がやむを得な

いと認めるときは、市長が定める日までに提出することができる。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、前項の規定により届け出た事項に変更が生じたときは、変更の日か

ら１月以内に放課後児童健全育成事業変更届（様式第４号）を市長に届け出なければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業を廃止し、又は休止しようとするときは、

廃止又は休止しようとする３月前までに放課後児童健全育成事業廃止（休止）届（様式第５号）を市

長に提出しなければならない。 

（補助） 

第13条 事業を実施する放課後児童健全育成事業に対し、予算の範囲内において補助金を交付するもの

とする。 

（補則） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第８条関係） 

様式第２号（第９条関係） 

様式第３号（第12条関係） 

様式第４号（第12条関係） 

様式第５号（第12条関係） 

 


